
 

 

被災された方々へ                   令和６年 10 月 30 日 HP 掲載 

 

 

 

小田原市 被災者支援制度一覧 

 

 

 

 

 

 この度の被災に対し、謹んでお見舞い申し上げます。 

 令和６年台風第 10 号において被災された方々に生活復旧支援のための情報をお知らせいたしま

すので、詳しくはそれぞれの担当課へご相談ください。また、該当する項目の「□欄」にレ印を付

けると手続きの漏れがなくなりますので、確認のためご利用ください。 

 皆様が一日も早く普段の生活を取り戻されることをお祈りいたします。 

 

 

 

１ 罹災証明書・罹災届出証明書について・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１ 

２ 住まいについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１～４ 

３ 被災物件の処分について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ４ 

４ 税金等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ５～Ｐ８ 

５ 国民健康保険証等の再交付について・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ８～Ｐ９ 

６ 教育について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ10 

 

※持ち物をお持ちでない場合は、各課にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問い合わせ先】 

 小田原市役所 各担当課 ＴＥＬ ３３－１３００（代表） 

 ※受付時間は平日の午前８時３０分～午後５時です。（年末年始を除く） 

【お知らせの作成担当課】 

 防災部防災対策課 ＴＥＬ ３３－１８５５（直通） 
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被災者に対するお知らせ【地震・風水害等の自然災害(以下、災害という。)】 

   

 

１ 罹災証明書・罹災届出証明書について 

税の減免や保険の申請などを行う場合、罹災証明書や罹災届出証明書が必要となることがありま

す。証明書の申請手続については、担当課へご連絡ください。 

項    目 内       容 担 当 課 必要書類 

□ 
罹災証明書・罹災届

出証明書の交付申請 

・罹災証明 

災害による住家（家屋等）の被害について

、その事実を市が確認することができる場

合に、住家等の被害の程度を世帯主に対し

て証明するものです。 

・罹災届出証明 

罹災したものが自動車や家財などの動産の

場合、又は、不動産で被害程度の判定が不

要な場合に、その事実を市長に届け出たこ

とを申請者に対して証明するものです。 

（証明の申請） 

罹災証明・罹災届出証明交付申請書に必要

書類を添えて、申請してください。 

詳しくは、担当課にご相談ください。 

申請方法につい

て 

防災対策課 

☏33-1855 

 

被害認定調査に

ついて 

資産税課 

☏33-1371 

本人確認（代理

人の本人確認）

書類 

運転免許証な

ど 

 

代理人の場合

は委任状 

 

（必要に応じ

て・応相談） 

被害の状況が

わかる写真、修

理費用の請求

書、領収書、見

積書など 

２ 住まいについて 

担当課へご相談ください。 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 

災害救助法に基づく

「住宅の応急修理」「

障害物の除去制度」 

災害救助法の適用された災害に対して、日

常生活に欠くことのできない部分（※）の

修理や障害物の除去に対して補助制度があ

りますので、ご相談ください。 

【住宅の応急修理(住家の被害の拡大を防

止するための緊急の修理) 対象者［準半壊

以上(相当)］】 

当該災害により、住家が半壊またはこれに

準ずる程度（準半壊程度相当）の損傷を受

け、雨水の浸入等を放置すれば住家の被害

が拡大するおそれがあるかた 

【住宅の応急修理(日常生活に必要な最小

限の部分の修理) 対象者 [大規模半壊・中

規模半壊・半壊]】 

(1)以下の全ての要件を満たすかた（世帯） 

①当該災害により大規模半壊、中規模半壊

、半壊及び準半壊の住家被害を受けたこと 

・災害による住家被害を受け、そのままで

は住むことができない状態にあることが要

都市政策課 

☏33-1251 

罹災証明書 

その他、必要な

書類について、

詳しくはお問

い合わせくだ

さい。 
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件になります。ただし、被害にあわれたか

たが自宅にいる場合であっても、日常生活

に不可欠な部分に被害があれば、対象とな

ります。 

・全壊の場合でも、応急修理を実施するこ

とにより居住が可能である場合は対象にな

る可能性があります。 

②応急修理を行うことによって、避難所等

への避難を要しなくなると見込まれること 

(2)資力等の要件 

中規模半壊、半壊及び準半壊の場合は、自

らの資力では応急修理をすることができな

いかた 

※住宅の応急修理の範囲は、屋根等の基本

部分、ドア等の開口部、上下水道等の配管

・配線、トイレ等の衛生設備などの、日常

生活に必要欠くことのできない部分です。 

【障害物の除去 対象者】 

以下の全ての要件を満たすかた（世帯） 

①半壊又は床上浸水の住家被害を受け、当

面の日常生活が営み得ない状態にあるこ

と。 

②自らの資力では障害物を除去することが

できないこと 

③対象者（世帯）が、現に、避難所、車等で

避難生活を送っており、障害物の除去を

行うことで、被害を受けた住宅での生活

が可能となることが見込まれること。 

④応急仮設住宅等を利用しないこと 

□ 
災害救助法に基づく

賃貸型応急住宅 

住宅が全壊等でご自宅での居住ができなく

なった方への一時的な住まいとして、神奈

川県が民間賃貸住宅を借り上げて提供しま

す（市が紹介する不動産業者の協力のもと、

被災された方御自身で、要件に合う物件を

お探しいただきます）。 

 

【対象者】 

当該災害当時に小田原市に居住する方で、

次のいずれかの要件を満たす方 

 

・住宅が全壊、全焼又は流出し、居住する

住宅がない方 

・「半壊」であって、住み続けることが困難

な程度の痛みや、避難指示の長期化により

住宅としての利用ができず、自らの住家に

居住できない方 

建築課 

☏33-1553 

世帯全員の住

民票の写し 

罹災証明書な

ど 

 

その他、必要な

書類について、

詳しくはお問

い合わせくだ

さい。 
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・二次災害等により住宅が被害を受ける恐

れがある、ライフラインが途絶している、

地滑り等により避難指示等を受けているな

ど、長期にわたり自らの住宅に居住できな

いと市長が認める方 

・災害救助法に基づく住宅の応急修理制度

を利用する方のうち、修理に要する期間が

1 か月を超えると見込まれる方 

・その他、国と県の協議により、やむを得

ず入居すべきと認められた方 

 

※災害救助法に基づく障害物の除去制度を

利用している方は、本制度を利用すること

はできません。 

 

詳しい制度の内容などについては神奈川県

ホームページをご確認ください。 

（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/zm

4/saigai/chintaigataoukyujyutaku.html） 

 

相談及び申込み窓口は、建築課となります。 

 

□ 床下消毒 

台風等の集中豪雨により、床下・床上浸水

したときは、衛生害虫の発生を予防するた

め、希望世帯に対し家屋の床下消毒を実施

しています。 

環境保護課 

☏33-1486 

無し 

（電話連絡等） 

□ 
建築確認手数料の

減免 

市長が認める災害の被災者が、自ら居住す

るための住宅を建築する場合に建築確認手

数料等が減免される場合がありますので、

確認申請等をされる前にご相談ください。 

建築指導課 

☏33-1433 
罹災証明書 

□ 
被災者生活再建支

援制度 

自然災害によりその生活基盤に著しい被害

を受けた方に対し、被災者生活再建支援金

を支給することにより、その生活の再建を

支援するものです。 

 

【対象者】 

・住宅が全壊した世帯 

・住宅が半壊、又は住宅の敷地に被害が生

じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

・災害による危険な状態が継続し、住宅に

居住不能な状態が長期間継続している世帯 

・住宅が半壊し、大規模な補修を行わなけ

れば居住することが困難な世帯 

・住宅が半壊し、相当規模の補修を行わな

ければ居住することが困難な世帯 

福祉政策課 

☏33-1861 

罹災証明書 

 

その他、必要な

書類について、

詳しくはお問

い合わせくだ

さい。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/zm4/saigai/chintaigataoukyujyutaku.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/zm4/saigai/chintaigataoukyujyutaku.html
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□ 
災害援護資金貸付

金制度 

災害により負傷または住居、家財の損害を

受けた方に対して、災害弔慰金の支給等に

関する法律に基づき、生活の再建に必要な

資金の貸し付けを行うものです。 

 

【対象者】 

・世帯主が災害により負傷し、その療養に

要する期間がおおむね１か月以上の世帯 

・住居又は家財に３分の１以上の被害があ

った世帯 

※上記に加え所得制限があります 

福祉政策課 

☏33-1861 

罹災証明書 

 

その他、必要な

書類について、

詳しくはお問

い合わせくだ

さい。 

□ 

都市計画法及び旧

宅地造成等規制法

に基づく事務に係

る手数料の減免 

市長が特に認める災害の被災者が、自ら居

住するための住宅の敷地に関して、その災

害が発生した日から６月以内に都市計画法

第29条第１項の規定に基づく開発行為の許

可及び旧宅地造成等規制法第８条第１項の

規定に基づく宅地造成に関する工事の許可

の申請をした場合に、これらの事務に係る

手数料等が減免される場合がありますので

、申請をされる前にご相談ください。 

開発審査課 

☏33-1442 
罹災証明書 

３ 被災物件の処分について 

災害により発生した被災物件の処分などを行います。担当課へご相談ください。 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 
し尿・浄化槽汚泥の

くみ取り 

災害によりトイレ（汲取式トイレ、浄化槽）

を撤去せざるを得ない状況となった時は、

緊急に、し尿・浄化槽汚泥のくみ取りを実

施します。 

※処理手数料については、罹災証明書また

は罹災届出証明書を提出していただければ

免除となります。 

環境保護課 

☏33-1486 

罹災証明書 

または 

罹災届出証明

書 

□ 災害廃棄物の処分 

災害により発生した廃棄物を環境事業セン

ターに持ち込む際には、罹災証明書または

罹災届出証明書を提出していただければ免

除となります。 

環境事業センタ

ー 

☏34‐7325 

罹災証明書 

または 

罹災届出証明

書 
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４ 税金等について 

災害により被害を受けた場合、被災状況により税金、保険料、使用料などの減免や手当等の支給

制限の解除、特例措置が適用される場合があります。担当課へご相談ください。 

（１）税金 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 

固定資産税の減免 

災害により被害等を受けた場合、被害の程

度により、固定資産税が減免される場合が

ありますのでご相談ください。 

資産税課 

☏33-1361 
市税減免申請書 

市県民税・森林環境

税の減免 

災害により家屋や家財が甚大な被害を受け

たため、市県民税・森林環境税の納付が著

しく困難になった場合、被害の程度により

減免される場合がありますのでご相談くだ

さい。 

※被害が家屋全体の１０分の３に満たない

場合（「半壊」・「準半壊」・「準半壊に至

らない」）や、ご自身で加入している保険

等で被害が補てんされる場合など、対象に

ならない場合があります。 

市民税課 

☏33-1351 

市民税・県民税

減免申請書兼

森林環境税免

除申請書 

 

罹災証明書 

(市で確認でき

る場合は不要) 

納税の相談 
災害により被害を受け、市税の納付が困難

な場合は、ご相談ください。 

市税総務課 

☏33-1345 

罹災証明書 

または 

罹災届出証明

書 

□ 
個人の市県民税に

係る雑損控除 

市県民税の納税義務者等が、その資産につ

いて災害による損失を生じた場合、一定額

を総所得金額などから控除することがで

きる場合がありますので、ご相談ください

。 

※申告の時期（２月中旬から３月中旬）に

手続きしてください。 

※所得税については確定申告が必要です。

（軽減・免除制度との選択制となります）

詳しくは小田原税務署（３５－４５１１）

にご相談ください。 

市民税課 

☏33-1351 

災害関連支出

の金額の領収

を証する書類 

（２）国民健康保険料 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 
国民健康保険一部

負担金の減免 

災害により国民健康保険医療費の一部負担

金の支払いが困難になったときは、一部負

担金が減免される場合がありますのでご相

談ください。 

保険課 

☏33-1845 

罹災証明書な

ど（申請内容に

よりその他証

明書等） 

印鑑 

【本人申請】 

□ 
国民健康保険料の

減免 

災害により住宅又は家財に損害を受け、保

険料の納付が困難になったときは、保険料

が減免される場合がありますのでご相談く

ださい。 

保険課 

☏33-1834 

罹災証明書な

ど（申請内容に

よりその他証

明書等） 

【本人申請】 
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（３）国民年金保険料等 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 
国民年金保険料の

免除 

災害等によって住宅、家財、その他の財産

のうち、被害金額がおおむね２分の１以上

の損害を受けられた方等、保険料の納付が

困難になったときは、ご本人からの申請に

基づき、保険料の免除が受けられる場合が

あります。 

保険課 

☏33-1867 

本人確認書類 

（運転免許証

等） 

罹災証明書ま

たは年金機構

所定の被災状

況届 

※代理人が別

世帯の場合、委

任状（自署また

は押印） 

代理人の本人

確認書類（運転

免許証等） 

□ 

厚生年金保険料等

の猶予 

（事業主、船舶所有

者向け） 

災害等により財産に相当な損害を受け、納

付者が納付すべき保険料（厚生年金保険料

、健康保険料、船員保険料、子ども・子育

て拠出金）の納付が困難となったときは、

保険料の納付の猶予を受けることができる

場合があります。 

小田原年金事務所 

☏22-1391 

小田原年金事

務所へお問い

合わせくださ

い 

□ 

年金受給権者の所

得制限に伴う支給

停止の解除 

所得があるために年金の一部または全部が

支給停止されている方で、災害により、住

宅、家財又はその他の財産についておおむ

ね２分の１以上の損害を受けられたときは

、ご本人からの申請に基づき、その損害を

受けた月から翌年の7月までの支給停止が

行われない場合があります。 

【対象となる年金・給付金】 

・20歳前に初診日がある傷病の障害基礎年

金の受給権者（年金コード2650・6350） 

・老齢福祉年金の受給権者 

・特別障害給付金の受給資格者 

小田原年金事務所 

☏22-1391 

小田原年金事

務所へお問い

合わせくださ

い 

（４）後期高齢者医療保険料 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 

後期高齢者医療保

険一部負担金の減

免 

災害により医療費の一部負担金の支払いが

困難になったときは、一部負担金が減免さ

れる場合がありますのでご相談ください。 

保険課 

☏33-1843 

罹災証明書な

ど（申請内容に

よりその他証

明書等） 

【本人申請】 
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□ 
後期高齢者医療保

険料の減免 

災害により住宅又は家財に損害を受け、保

険料の納付が困難になったときは、保険料

が減免される場合がありますのでご相談く

ださい。 

罹災証明書な

ど（申請内容に

よりその他証

明書等） 

【本人申請】 

（５）障害福祉サービス利用に係る利用者負担額の減免、特別障害者手当等の支給制限の解除 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 

自立支援給付費、地

域生活支援事業費

及び障害児通所給

付費に係る利用者

負担の減免 

障害福祉サービス利用に係る利用者負担額

の納入義務者が、災害によりその支払いが

困難になった時は、利用者負担額が減免さ

れる場合がありますので、ご相談ください。 

障がい福祉課 

☏33-1467 

罹災証明書 

□ 
特別障害者手当の

支給制限の解除 
特別障害者手当又は障害児福祉手当（福祉

手当）の支給制限を受け、支給停止となっ

ている方が、災害により被害を受けたとき

は支給停止が解除され、手当が支給される

場合がありますので、ご相談ください。 

障がい福祉課 

☏33-1467 

□ 

障害児福祉手当（福

祉手当）の支給制限

の解除 

（６）児童扶養手当等の支給制限の解除 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

 

□ 

児童扶養手当の支

給制限の解除 

児童扶養手当の支給制限を受け、支給停止

となっている方が、災害により被害を受け

たときは支給停止が解除され、手当が支給

される場合がありますので、ご相談くださ

い。 

子育て政策課 

☏33-1453 

罹災証明書 

印鑑 

□ 
特別児童扶養手当

の支給制限の解除 

特別児童扶養手当の支給制限を受け、支給

停止となっている方が、災害により被害を

受けたときは支給停止が解除され、手当が

支給される場合がありますので、ご相談く

ださい。 

障がい福祉課 

☏33-1467 
罹災証明書 

（７）保育料の減免 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 保育料の減免 

保育園に入園している児童の世帯の居住用

家屋が天災その他の不慮の災害により損害

を受けたことにより保育料の負担が困難で

あると認められるときは、保育料が減免さ

れる場合がありますので、ご相談ください。 

保育課 

☏33-1451 

罹災証明書 

印鑑 
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（８）介護保険料等の減免 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 介護保険料の減免 

災害により住宅又は家財に著しい損害を受

け、保険料の納付が困難になった場合は、

保険料が減免される場合がありますので、

ご相談ください。 

高齢介護課 

☏33-1827 
罹災証明書 

□ 

介護保険利用者及

び介護予防・日常生

活支援総合事業利

用者負担額の減免 

災害により住宅又は家財に著しい損害を受

け、利用者負担額の支払いが困難になった

場合について、利用者負担額が減免される

場合がありますので、ご相談ください。 

高齢介護課 

☏33-1827 
罹災証明書 

（９）下水道使用料 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 
下水道使用料の減

免 

災害により損失を受けた場合、一定期間下

水道使用料を減免される場合がありますの

で、ご相談ください。 

給排水業務課 

☏41-1636 
罹災証明書 

（１０）水道料金 

項    目 内     容 担 当 課 必要書類 

□ 水道料金の減免 

災害により一時的に使用水量が増加した場

合、増加分の水道料金が減免される場合が

ありますので、ご相談ください。 

給排水業務課 

☏41-1636 
罹災証明書 

５ 国民健康保険者証等の再交付について 

災害で次の証書等を紛失した場合は、必要書類を担当課でご確認の上、再発行を受けてください。 

項    目 担 当 課    必要書類 

□ 
国民健康保険被保険者証 

国民健康保険被保険者証兼高齢受給者証 

保険課 

☏33-1845 

本人確認書類（運転免許

証等）または罹災証明書 

※代理人が別世帯の場 
合、委任状（自署または押
印） 

代理人の本人確認書類  

（運転免許証等） 

□ 
国民健康保険限度額適用認定証 

国民健康保険限度額適用・標準負担額減額認定証 

□ 国民健康保険特定疾病療養受療証 
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□ 後期高齢者医療被保険者証 

保険課 

☏33-1843 

本人確認書類（運転免許

証等）または罹災証明書 

※代理人が別世帯の場 
合、委任状（自署または押
印） 

代理人の本人確認書類  

（運転免許証等） 

□ 
後期高齢者医療限度額適用認定証 

後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認定証 

□ 後期高齢者医療特定疾病療養受療証 

□ 

基礎年金番号通知書（年金手帳） 

・第１号被保険者の方は、市又は小田原年金事務所へ 

・第２号被保険者の方は、勤務先へ 

・第３号被保険者の方は、配偶者の勤務する事業所の所

在地を管轄する年金事務所 

（※令和４年３月31日をもって年金手帳の発行が終了

したため、年金手帳および基礎年金番号通知書のいずれ

の紛失等により再発行申請に対しても、基礎年金番号通

知書が発行されます。） 

保険課 

☏33-1867 

小田原年金事

務所 

☏22-1391 

本人確認書類（運転免許

証等） 

※代理人が別世帯の場 
合、委任状（自署または押
印） 

代理人の本人確認書類  

（運転免許証等） 

□ 

年金証書 

・厚生年金・国民年金の年金証書については、小田原年

金事務所へ 

・共済年金の年金証書については、交付を受けた団体へ 

小田原年金事

務所 

☏22-1391 

小田原年金事務所へお問

い合わせください 

□ 母子健康手帳 

子ども若者 

支援課 

☏46-7025 

本人確認書類 

※代理人申請の場合は、

委任状（要押印）と代理人

の顔写真つき本人確認書

類 

□ 小児医療証 
子育て政策課 

☏33-1453 

申請者の本人確認書類 

（運転免許証等） 
□ ひとり親家庭等の福祉医療証 

□ 重度障害者の医療証 
障がい福祉課 

☏33-1467 

申請者の本人確認書類（

運転免許証等） 

□ 身体障害者手帳 

障がい福祉課 

☏33-1467 

本人又は代理人の申し出

による証明証発行 

（手帳が再交付されるま

での間、手帳を所持して

いたことの証明書の交付

が受けられます。） 

□ 療育手帳  

□ 精神障害者保健福祉手帳 

□ 介護保険被保険者証 
高齢介護課 

☏33-1872 

本人確認書類（運転免許

証等） 
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６ 教育について 

項   目 内     容 担 当 課 

□ 
市立小中学校の居住

地変更の手続き 

市立の小中学校に就学している児童･生徒のいる世帯で

、災害により居住地が変更になる時は、手続きが必要と

なる場合がありますので、ご相談ください。 

教育指導課 

☏33-1682 

 


